
平成２８年度 

 第１回 岡山県道路メンテナンス会議 

 

                  ○日 時：平成２８年７月８日（金） 

                       １０：００～１２：００ 

                  ○場 所：岡山国道事務所 ３階会議室                     

（岡山市北区富町２丁目１９－１２） 

 

議事次第 

 

1. 規約改正 

 

2. H27 年度点検結果 

 

3. H28 年度以降の点検計画 

 

4. 跨道橋の耐震補強等の推進について 

 

5. 好事例の共有 

 

6. 地域一括発注の状況 

 

7. H28 年度の取り組み予定 

研修・講習会の状況 

パネル展示等 

 

8. 連絡調整 
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真庭市 建設部長 山本　光一
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早島町 建設農林課長 鎌　幸嗣

里庄町 農林建設課長 仁科　成彦

矢掛町 建設課長 津島　昭二

新庄村 産業建設課長 石藤　延史

鏡野町 建設課長 景森　淳義

勝央町 産業建設部総括参事 長舩　忠

奈義町 地域整備課長 浅野　康之

西粟倉村 建設課長 小椋　一成

久米南町 産業建設課長 徳方　利昭

美咲町 産業建設観光課長 矢木　史朗

吉備中央町 建設課長 河内　永樹

公益財団法人岡山県建設技術センター 技術部長 鍋谷　敏昭

国土交通省中国地方整備局　道路部 地域道路調整官 田中　敏彦

国土交通省中国地方整備局　道路部 道路保全企画官 沢口　俊樹
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岡山県道路メンテナンス会議規約

（名 称）

第１条 本会議は、「岡山県道路メンテナンス会議」（以下「会議」という。）と称する。

（目 的）

第２条 会議は、道路法（昭和27年法律第180号）第２８条の２に規定の「協議会」に位

置付けるものとし、岡山県内の道路管理を計画的、効率的に行うため、各道路管理者が

相互に連絡調整等を行うことにより、道路施設等の予防保全・老朽化対策の強化等を図

ることを目的とする。

（協議事項）

第３条 会議は、前条の目的を達成するため、次の事項について協議する。

一 道路施設の維持管理等に係る情報共有・情報発信に関すること。

二 道路施設の点検、修繕計画等の把握・調整に関すること。

三 道路施設の技術基準類、健全性の診断、技術的支援等に関すること。

四 その他道路の管理に関連し会長が妥当と認めた事項

（組 織）

第４条 会議は、別表１に掲げる、岡山県内における高速自動車国道、一般国道、県道及

び市町村道の各道路管理者等で組織する。

２ 会議には、会長及び副会長４名を置くものとし、会長は国土交通省中国地方整備局岡

山国道事務所長、副会長は岡山県土木部道路建設課長、同道路整備課長、岡山市都市整

備局道路港湾管理課長及び西日本高速道路株式会社中国支社岡山高速道路事務所長とす

る。

３ 会長に事故等あるときは、副会長がその職務を代行する。

４ 会長は、個別課題等についての検討・調整を行うため、専門部会を設置することがで

きる。

５ 会議には、高速自動車国道、一般国道、県道及び市町村道の各道路管理者からなる幹

事会を置くものとし、構成は別表２のとおりとする。

６ 道路施設等の不具合発生時等における技術的な助言、専門的な研究機関等への技術相

談の窓口を、国土交通省中国地方整備局岡山国道事務所に置く。

（会議の運営）

第５条 会議は、必要に応じて会長が招集し、運営する。

２ 会議には、必要に応じて、会長が指名する者の出席を求めることができる。

（幹事会）

第６条 幹事会は、必要に応じて幹事長が招集し、次の事項について調整する。

一 会議の運営全般についての補助、会員相互の連絡調整に関すること。

二 会議における議題の調整に関すること。

三 その他会議の運営に際し必要となる事項の調整に関すること。



（事務局）

第７条 会議の事務局は、国土交通省中国地方整備局岡山国道事務所計画課、同管理第二

課、岡山県土木部道路建設課、同道路整備課、岡山市都市整備局道路港湾管理課及び西

日本高速道路株式会社中国支社岡山高速道路事務所統括課に置く。

（規約の改正）

第８条 本規約の改正等は、会議の審議・承認を得て行う。

（その他）

第９条 本規約に定めるもののほか必要な事項は、その都度協議して定める。

（附 則）

本規約は、平成２６年５月１６日から施行する。

平成２７年６月５日 改正

平成２８年７月８日 改正



別表１

組　織　名 役　職

会長 国土交通省中国地方整備局 岡山国道事務所長

副会長 岡山県土木部 道路建設課長

副会長 岡山県土木部 道路整備課長

副会長 岡山市都市整備局 道路港湾管理課長

副会長 西日本高速道路株式会社中国支社 岡山高速道路事務所長

本州四国連絡高速道路株式会社 岡山管理センター所長

倉敷市 土木部長

津山市 都市建設部長

玉野市 建設部長

笠岡市 建設産業部長

井原市 建設経済部長

総社市 建設部長

高梁市 産業経済部長

新見市 建設部長

備前市 まちづくり部長

瀬戸内市 産業建設部長

赤磐市 建設事業部長

真庭市 建設部長

美作市 建設部長

浅口市 産業建設部長

和気町 都市建設課長産業建設部長

早島町 建設農林課長

里庄町 農林建設課長

矢掛町 建設課長

新庄村 産業建設課長

鏡野町 建設課長

勝央町 産業建設部総括参事

奈義町 建設上下水道課長地域整備課長

西粟倉村 建設課長

久米南町 産業建設課長

美咲町 建設課長産業建設観光課長

吉備中央町 建設課長

公益財団法人岡山県建設技術センター 技術部長

国土交通省中国地方整備局　道路部 地域道路調整官

国土交通省中国地方整備局　道路部 道路保全企画官

岡山県・道路メンテナンス会議　名簿

オブザーバー

事務局

国土交通省中国地方整備局　岡山国道事務所　計画課・管理第二課

岡山県土木部　道路建設課

岡山県土木部　道路整備課

岡山市都市整備局　道路港湾管理課

西日本高速道路株式会社中国支社　岡山高速道路事務所　統括課



別表２

所　属 役　職

幹事長 国土交通省中国地方整備局岡山国道事務所 総括保全対策官

副幹事長 岡山県土木部道路建設課 参事

副幹事長 岡山県土木部道路整備課 総括副参事

副幹事長 岡山市都市整備局道路港湾管理課 課長補佐

副幹事長 西日本高速道路株式会社中国支社　岡山高速道路事務所 副所長

国土交通省中国地方整備局道路部 地域道路課長

国土交通省中国地方整備局道路部 道路構造保全官

本州四国連絡高速道路株式会社　岡山管理センター 副所長

倉敷市 道路管理課長

津山市 管理課長土木課長

玉野市 土木課長

笠岡市 次長兼課長建設企画課長

井原市 都市建設課長

総社市 地域応援課　主幹

高梁市 建設課長

新見市 建設課長

備前市 まち整備課長

瀬戸内市 建設課長

赤磐市 建設課長

真庭市 建設課長

美作市 建設課長

浅口市 建設業務課長

和気町 都市建設課長産業建設部長

早島町 建設農林課長補佐

里庄町 農林建設課長

矢掛町 建設課長

新庄村 産業建設課長

鏡野町 建設課課長補佐

勝央町 産業建設部総括参事

奈義町 建設上下水道課長地域整備課長

西粟倉村 建設課長

久米南町 産業建設課長

美咲町 建設課長産業建設観光課長

吉備中央町 建設課長

岡山県・道路メンテナンス会議　幹事会名簿

事務局

国土交通省中国地方整備局　岡山国道事務所　計画課・管理第二課

岡山県土木部　道路建設課

岡山県土木部　道路整備課

岡山市都市整備局　道路港湾管理課

西日本高速道路株式会社中国支社　岡山高速道路事務所　統括課
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24% 

道路附属物等 

トンネル 

橋梁 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

中国地整管内の点検実施状況（全体） 

○平成２６年７月の省令施行を踏まえ、道路管理者は、全ての橋梁、トンネル等について、５年に１回の近接目視
による点検計画を策定。平成27年度までの点検実施率は、橋梁約２７％、トンネル約３８％、道路附属物等約４
１％ 

○橋梁については、国土交通省では、全体の約３割を点検しているが、道路管理者によって取組状況が異なる 
○第三者被害の予防並びに路線の重要性の観点から、最優先で点検を推進する橋梁を規定 

＜５年間の点検計画と平成27年度までの実施状況＞ 

＜橋梁の点検方針＞ 

 コンクリート片の落下等による第三者被害の予
防並びに路線の重要性の観点から、以下につい
ては、最優先で点検を推進 
 
 
・緊急輸送道路を跨ぐ跨道橋 
・跨線橋 
・緊急輸送道路を構成する橋梁 

道路施設 管理施設数 計画点検数 点検実施数 点検実施率 

橋梁 94,459 26,285 25,325 27% 

トンネル 1,393 589 531 38% 

道路附属物等 2,833 1,159 1,162 41% 

27% 

38% 

41% ※ H28.6月末時点（管理施設数はH27.12.31時点） 

9% 18% 

19% 19% 

27% 

資料① 

＜橋梁点検状況（管理者別）＞ 

管理者 管理施設数 計画点検数 点検実施数 点検実施率 

国土交通省 5,039 1,646 1,597 32% 

高速道路会社 2,259 1,357 1,362 60% 

地方公共団体 87,161 23,282 22,366 26% 

合計 94,459 26,285 25,325 27% 

※ H28.6月末時点（管理施設数はH27.12.31時点） 

14% 

※ 速報値 

※ 速報値 



【機密性２】 

12% 

7% 

22% 

9% 

31% 

18% 

30% 

19% 

25% 

24% 

16% 

24% 

16% 

27% 

12% 

24% 

15% 

24% 

20% 

24% 

緊急輸送道路を 

構成する橋梁 

跨線橋 

緊急輸送道路を 

跨ぐ跨道橋 

橋梁 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

中国地整管内の点検実施状況（橋梁） 

○最優先で点検すべき橋梁の点検実施率（H27年度まで）は、緊急輸送道路を跨ぐ跨道橋約５２％、跨線
橋約２４％、緊急輸送道路を構成する橋梁約４３％であり、跨線橋の点検が遅れている状況 

○跨線橋の点検には、鉄道事業者との協議や調整に時間を要するなどの課題が存在するが、全ての鉄道
事業者と今後の点検計画を確認しており、平成28年度は平成27年度の1.4倍を点検予定 

52% 

24% 

43% 

27% 

＜最優先で点検すべき橋梁の点検計画と平成27年度末までの実施状況＞ 

管理施設数 計画点検数 点検実施数 
点検実施

率 

橋梁 94,459 26,285 27% 

緊急輸送道路 
を跨ぐ跨道橋 1,394 722 52% 

跨線橋 797 198 24% 

緊急輸送道路を 
構成する橋梁 15,206 6,694 43% 

※ H28.6月末時点（管理施設数はH27.12.31時点） 

9% 18% 

22% 30% 

8% 16% 

13% 30% 

25,325 

721 

6,501 

188 

※ 速報値 



【機密性２】 

9% 

24% 

5% 

22% 

24% 

17% 

23% 

18% 

27% 

26% 

18% 

26% 

20% 

17% 

25% 

道路附属物等 

トンネル 

橋梁 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

岡山県内の点検実施状況（全体） 

○平成２６年７月の省令施行を踏まえ、道路管理者は、全ての橋梁、トンネル等について、５年に１回の近接目
視による点検計画を策定。平成27年度までの点検実施率は、橋梁約22％、トンネル約48％、道路附属物等約
30％ 

○橋梁については、国土交通省では、全体の約4割を点検しているが、道路管理者によって取組状況が異なる 
○第三者被害の予防並びに路線の重要性の観点から、最優先で点検を推進する橋梁を規定 

＜５年間の点検計画と平成27年度までの実施状況＞ 

＜橋梁点検状況（管理者別）＞ ＜橋梁の点検方針＞ 

 コンクリート片の落下等による第三者被害の予
防並びに路線の重要性の観点から、以下につい
ては、最優先で点検を推進 
 
 
・緊急輸送道路を跨ぐ跨道橋 
・跨線橋 
・緊急輸送道路を構成する橋梁 

道路施設 管理施設数 計画点検数 点検実施数 点検実施率 

橋梁 33,228 7,259 7,234 22% 

トンネル 241 114 114 48% 

道路附属物等 738 227 218 30% 

管理者 管理施設数 計画点検数 点検実施数 点検実施率 

国土交通省 1,055 389 388 37% 

高速道路会社 730 408 408 56% 

地方公共団体 31,443 6,462 6,438 20% 

合計 33,228 7,259 7,234 22% 

22% 

48% 

30% ※ H28.6月末時点（管理施設数はH27.12.31時点） 
※速報値 

※ H28.6月末時点（管理施設数はH27.12.31時点） 
※速報値 

5% 17% 

24% 

9% 

24% 

21% 

資料② 



【機密性２】 

11% 

8% 

24% 

5% 

38% 

13% 

33% 

17% 

21% 

20% 

17% 

27% 

18% 

23% 

14% 

26% 

11% 

36% 

12% 

25% 

緊急輸送道路を 

構成する橋梁 

跨線橋 

緊急輸送道路を 

跨ぐ跨道橋 

橋梁 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

岡山県内の点検実施状況（橋梁） 

○最優先で点検すべき橋梁の点検実施率（H27年度まで）は、緊急輸送道路を跨ぐ跨道橋約59％、跨線橋
約22％、緊急輸送道路を構成する橋梁約50％であり、跨線橋の点検が遅れている状況 

○跨線橋の点検には、鉄道事業者との協議や調整に時間を要するなどの課題が存在するが、全ての鉄道
事業者と今後の点検計画を確認しており、平成28年度は平成27年度の1.6倍を点検予定 

59% 

22% 

50% 

22% 

＜最優先で点検すべき橋梁の点検計画と平成27年度末までの実施状況（見込み）＞ 

管理施設数 計画点検数 点検実施数 
点検実施

率 

橋梁 33,228 7,259 7,234 22% 

緊急輸送道路 
を跨ぐ跨道橋 354 203 208 59% 

跨線橋 159 33 35 22% 

緊急輸送道路を 
構成する橋梁 4,093 2,031 2,067 50% 

※ H28.6月末時点（管理施設数はH27.12.31時点） 
※速報値 

5% 17% 

24% 35% 

8% 14% 

11% 39% 



【機密性２】  岡山県のＨ２７点検結果（橋梁） 資料③-1 

＜平成２７年度管理者別点検結果（橋梁）＞ 

管理者 管理施設数 
（H27.12.31現在） 

点検実施数 

判定区分内訳 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

国土交通省 １,０５５   １９４ １５２ ３９ ３ ０ 

高速道路会社 ７３０ １６３ ７ １４４ １２ ０ 

岡山県 ３,７２７ ７５４ ５２６ ２０１ ２７ ０ 

市区町村 ２７,７１６ ４,４１５ ２,４８７ １,５２６ ４０２ ０ 

合計 ３３,２２８ ５,５２６ ３,１７２ １，９１０ ４４４ ０ 

○ 岡山県の橋梁の点検結果は、判定区分Ⅳ（緊急に措置すべき状態）0橋（0.0%）、判定区分Ⅲ（早期
に措置を講ずべき状態）は444橋（8%）、さらに、判定区分Ⅱ（予防保全の観点から措置を講ずるこ
とが望ましい状態）は1,910橋（35%） 

※ 点検実施数はH28.6月末時点 

※速報値 



【機密性２】 

○ 岡山県のトンネルの点検結果は、判定区分Ⅲ（早期に措置を講ずべき状態）は37箇所（65%）、さら
に、判定区分Ⅱ（予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態）は18箇所（32%） 

＜平成２７年度管理者別点検結果（トンネル）＞ 

管理者 管理施設数 
（H27.12.31現在） 

点検実施数 

判定区分内訳 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

国土交通省 １１ ０ ０ ０ ０ ０ 

高速道路会社 ９６ ４２ ２ ９ ３１ ０ 

岡山県 ８３ １４ ０ ８ ６ ０ 

市区町村 ５１ １ ０ １ ０ ０ 

合計 ２４１ ５７ ２ １８ ３７ ０ 

 岡山県のＨ２７点検結果（トンネル） 

※ 点検実施数はH28.6月末時点 

※速報値 



【機密性２】 

○ 岡山県の道路附属物等の点検結果は、判定区分Ⅲ（早期に措置を講ずべき状態）は13箇所（9%）、さ
らに、判定区分Ⅱ（予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態）は69箇所（45%） 

＜平成２７年度管理者別点検結果（道路附属物等）＞ 

管理者 管理施設数 
（H27.12.31現在） 

点検実施数 

判定区分内訳 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

国土交通省 １４６ ４７ １８ ２４ ５ ０ 

高速道路会社 ２１６ ９５ ５１ ３９ ５ ０ 

岡山県 １６３ ０ ０ ０ ０ ０ 

市区町村 ２１３ １０ １ ６ ３ ０ 

合計 ７３８ １５２ ７０ ６９ １３ ０ 

 岡山県のＨ２７点検結果（道路附属物等） 

※ 点検実施数はH28.6月末時点 

※速報値 



【機密性２】  判定区分Ⅳの構造物リスト（岡山県） 

平成２７年度において、判定区分Ⅳ該当施設は、ありません。 

区分 状態 

Ⅰ  健全 構造物の機能に支障が生じていない状態 

Ⅱ  予防保全段階 
構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ず
ることが望ましい状態 

Ⅲ  早期措置段階 構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態 

Ⅳ  緊急措置段階 
構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊
急に措置を講ずべき状態 

※判定区分 

管理者 施設名 路線名 建設年 損傷の具体的内容 

＜判定区分Ⅳのリスト＞ 

○橋梁 

資料④ 

＜判定区分Ⅳのリスト＞ 

○道路附属物等 

○トンネル 

判定区分Ⅳ該当施設なし 

判定区分Ⅳ該当施設なし 

判定区分Ⅳ該当施設なし 



【機密性２】  岡山県のＨ２８以降の点検計画 資料⑤ 

道路施設 管理施設数 
H26・H27計画 

点検数 
（A） 

H28計画 
点検数 
（B） 

H26・H27点検 
実施数 
（C） 

H28点検 
予定数 

（A＋B－C） 

H29点検 
予定数 

H30点検 
予定数 

橋梁 ３３,２２８ ７,２６６ ８,８７６ ７,２３４ ８,９０８ ８,６６８ ８,４１８ 

トンネル ２４１ １１４ ４２ １１４ ４２ ４２ ４１ 

道路附属物等 ７３８ ２２７ １６９ ２１８ １７８ １９３ １４９ 

＜各構造物の平成28年度以降の点検予定＞   

・H27、H28、H29、H30計画点検数は、H27.12に策定した数値であり、今後の計画点検数は見直しす
ることがある 



【機密性２】  岡山県のＨ２８以降の点検計画（最優先で点検すべき橋梁） 

道路施設 管理施設数 
H26・H27計画 

点検数 
（A） 

H28計画 
点検数 
（B） 

H26・H27点検 
実施数 
（C） 

H28点検 
予定数 

（A＋B－C） 

H29点検 
予定数 

 

H30点検 
予定数 

 

緊急輸送道路を 
跨ぐ跨道橋 

３５４ ２０３ ６０ ２０８ ５５ ４９ ４２ 

跨線橋 １５９ ３３ ３２ ３５ ３０ ３７ ５７ 

緊急輸送道路を 
構成する橋梁 

４,０９３ ２,０３１ ８５９ ２,０６７ ８２３ ７５７ ４４６ 

＜最優先で点検すべき橋梁の平成28年度以降の点検予定＞   

・H27、H28、H29、H30計画点検数は、H27.12に策定した数値であり、今後の計画点検数は見直しす
ることがある 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

課題・論点に対する今後の対応
（橋梁分野）

資料４－１



耐震補強の効果の検証

 兵庫県南部地震を受けて、耐震設計基準の改訂、緊急輸送道路等について耐震補強などを進めて
きた結果、一部の橋梁を除いて、地震の揺れによる落橋・倒壊などの致命的な被害は生じていない。

兵庫県南部地震 熊本地震

発生年 平成７年 平成２８年

最大震度 震度７ 震度７

落橋数 １１橋（４７径間） ２橋（６径間）※

表-1 地震の揺れによる落橋・倒壊事例

写真-3 国道３号 跨線部

桁

橋台

写真-4 阿蘇口大橋
（国道５７号）

写真-5 アンカーバー
のイメージ

【土木学会会長特別調査団 調査報告】
（H28.4.30）

【耐震補強の効果があった事例】
（緊急輸送道路としての機能を速やかに回復した事例）

【兵庫県南部地震による被害との比較】

写真-6 支承の破損の状況

支承が損傷したものの、アンカーバーによる補強により、損傷は軽
度であった。（ブロックのひび割れから、アンカーバーに力が作用し
たことがわかる）

国道３号の橋梁では、耐
震補強の実施により、損
傷は限定的であった。

※府領第一橋（後述）、田中橋（斜面崩壊等によるものを除く）

・兵庫県南部地震などの過去の地震
被害を教訓に、耐震設計基準の改定、
耐震補強などを進めてきた。
・今回の地震被害を見ると、この成果
が着実に効果をあげていることが確
認された。

2

あそぐち

写真-1 県道小川嘉島線 府領第一橋

写真-2 平田・小柳線 田中橋

【耐震補強が未実施で
被害を受けた事例】

写真-7 段落し部の損傷

市道（1-3）中央線・中央線陸橋
ちゅうおうせんりっきょう

ふりょう



 熊本県内、大分県内の震度６弱以上を観測した地域における緊急輸送道路において、速やかに機能
を回復するという目標を達成できなかった橋が12橋あり、緊急輸送等の大きな支障となった。

 これまで取り組んできた耐震補強により、落橋しないための対策は完了※していたものの、速やかに
機能を回復するための対策が十分でなかったこと等が原因と考えられる。

 今後、緊急輸送道路等の重要な橋について、被災後速やかに機能を回復できるよう耐震補強を加速
化する必要がある。

写真-1 支承部の損傷及び橋脚の傾斜

（九州自動車道・木山川橋）
きやまがわ

3
図-1 緊急輸送道路の橋の耐震性能の発揮状況
（熊本県内で震度6弱以上を観測した主な地域）

※高速道路、直轄国道については、兵庫県南部地震と同程度の地震に対して、落橋・倒壊等の致命的被害を起こさないレベルの対策は完了

写真-2 支承部の損傷に伴う桁端部の浮き上がり

（県道熊本高森線・桑鶴大橋）
くわづる

耐震補強の効果の検証

【凡例】 被災なし、又は速やかに機能回復した橋
速やかに機能回復できなかった橋

地図：国土地理院地図



 熊本県内の高速道路を跨ぐ跨道橋において、4橋が被災し、このうち1橋が落橋した。

 落橋した橋は、上下端がヒンジ構造の複数の柱で構成され、単独では自立せず、水平方向の上部構
造慣性力を支持することができない特殊な橋脚（ロッキング橋脚）を有する橋であった。

 同橋は、耐震設計基準に準拠して橋台部に横変位拘束構造が追加設置されていたが、大きな地震
力により横変位拘束構造が破壊され、上部構造の水平変位を制限することができなくなり、さらに、
上部構造の水平変位に伴い、中間支点の鉛直支持を失い落橋に至ったと考えられる。

 同様の構造は大地震時に落橋に至る可能性があるため、適切な補強又は撤去を行うことが必要。

ロッキング橋脚を有する橋梁の落橋

4

写真-2 横変位拘束構造の破壊、落橋
（県道小川嘉島線・府領第一橋）

横変位拘束構造
（橋軸直角方向の変位を制限）

柱柱 柱

ロッキング橋脚

ヒンジ
構造

ヒンジ
構造平面図

写真-1 府領第一橋（落橋前）

図-1 府領第一橋の想定落橋メカニズム

表-1 被災した跨道橋

柱柱柱

横変位拘束
構造の破壊

横変位拘束
構造の破壊

橋梁名 管理者 跨道橋下路線名 主な被害の状況

　府領第一橋
ふりょう

熊本県 九州自動車道 　落橋（ロッキング橋脚）

　一ツ橋側道橋
ひとつばし

熊本県 九州自動車道 　鋼桁のずれ（支承損傷、段差発生）

　神園橋
こうぞの

熊本市 九州自動車道 　橋脚傾斜（ロッキング橋脚）

　日向
ひむき

二号歩道橋 熊本市 九州自動車道 　橋脚損傷

・上下端にピボット支承が
取り付けられた橋脚（両
端ヒンジ構造）

・ピボット支承は鉛直力支
持機能と回転機能を有
する構造（水平力支持機
能を有さない）

柱柱 柱

ピボット支承

図-2 ロッキング橋脚



写真-1 完全自立構造の施工例

対策前

対策後

ロッキング橋脚の耐震補強の考え方

5

柱柱 柱
RC巻き立て
による壁化

剛結

剛結

ピボット支承には、逸脱防止構造を設置

柱柱 柱
RC巻き立て
による壁化

剛結

すべり支承設置、
ピボット支承存置

柱柱 柱
RC巻き立て
による壁化

ピボット
支承存置

剛結

【対策の考え方】

○ロッキング橋脚の安定性を確保するための構造とする

①単独で自立可能な構造（完全自立構造）を基本とする

②施工上の制約がある場合等には、橋軸方向には単独で自立でき
ないが、橋軸直角方向には自立する構造（半自立構造）とする

柱柱 柱
RC巻き立てによる壁化、
ブレース材による連結

ピボット支承存置

ピボット支承存置
ピボット支承には、逸脱防止構造を設置

橋軸方向の抵抗力は別途確保が必要

 単独では自立できず、大規模地震による変位が生じると不安定となるロッキング橋脚を有する橋梁で
は、支承部の破壊により、落橋に至る可能性がある。

 よって、部分的な破壊が落橋につながることを防ぎ、速やかな機能回復を可能とする構造系への転
換が必要。
・ ロッキング橋脚に必要な安定性（自立性：水平・鉛直方向に対する抵抗力）の確保
・ 支承破壊による落橋モードを想定した、落橋防止システムの装備



 大規模な斜面崩壊による落橋事例、地盤変状による橋台の沈下等により供用性を喪失した事例も存
在。必要に応じて、現行基準の配慮事項に地質・地盤調査、橋の構造形式、設置位置等の配慮事項
を追記。

地盤変状による被災

写真-1 橋梁周辺での大規模な斜面崩壊（上）

A2橋台側桁端部の損傷（下）

（村道栃の木～立野線・阿蘇長陽大橋）

写真-2 橋台周辺での地盤

変状による橋台の沈下

（県道熊本高森線・俵山大橋）
あそ ちょうよう たわらやま

6

【参考】配慮事項の例

調査関連

斜面変状の発生の有無・規模・範

囲を推定するための山地部におけ

る地盤調査に関する記載の充実

下部構造の設置位置、形式・形状

斜面変状の種類・範囲とそれに応じ

た下部構造の設置位置、形式・形

状選定の考え方の具体例の記載



設計の意図と異なる壊れ方をした橋の被害

 兵庫県南部地震以降の基準で設計されていた橋の支承部において、ゴム支承本体が設計と異なる
挙動により破断したと思われる事例等が存在。

 また、耐震補強のために設置された制震ダンパーの取付部で損傷が生じ、制震ダンパーが機能しな
い事例も存在。

 これらを踏まえ、高い信頼性をもって全体の損傷形態を制御する設計手法を基準類に反映。

写真-1 曲線橋のゴム支承等の破断

（県道熊本高森線・大切畑大橋）

写真-2 ダンパー取付部の損傷

（国道325号・南阿蘇橋）
おおきりはた みなみあそ

基礎の
耐力

支承部の
耐力

橋脚の
耐力確

率
密
度

耐荷力

橋脚に
主たる
塑性化

基礎は塑性化させない
（基礎として弾性範囲）

支承部は破壊させない
（弾性範囲）

地震後の点検がしやすく、
復旧もしやすい部材に損
傷を確実に誘導するため
の設計法を導入

図-1 各部材の設計上の耐荷力
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その他（設計地震動、地域別補正係数の妥当性）

 熊本地震の地震動の中には、一部の周期帯でレベル２地震動の設計スペクトルを超えている地域が
ある。また、熊本は地震動を0.85倍等に補正する地域である。

 一方で、今回、震度６弱以上を観測した地域において、兵庫県南部地震以降の基準を適用したと考
えられる1,250橋を調べたところ、99.7%の橋梁で、落橋・倒壊等の致命的な被害がないことはもちろ

ん、緊急輸送道路等重要な橋については橋としての機能の回復が速やかに行い得る性能を発揮し
ていることが分かった。

 設計地震動、地域別補正係数の妥当性については、こうした状況等を踏まえ、引き続き検討。

※レベル２地震動（タイプⅡ）の地域別補正係数は、過去千数百年程度の地震発生履歴から作成された地震ハザードマップに基づいて設定

8
図-1 設計地震動との比較 図-2 近年の内陸直下型地震との比較
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まとめ（橋梁）
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１． 耐震補強の効果の検証

 兵庫県南部地震を受けて、耐震設計基準の改訂、緊急輸送道路等について耐震補強などを進めてきた結果、

一部の橋梁を除いて、地震の揺れによる落橋・倒壊などの致命的な被害は生じていない。

 熊本県内、大分県内の震度６弱以上を観測した地域における緊急輸送道路において、速やかに機能を回復す

るという目標を達成できなかった橋が12橋あり、緊急輸送等の大きな支障となった。

 今後、緊急輸送道路等の重要な橋について、被災後速やかに機能を回復できるよう耐震補強を加速化する必

要がある。

２．ロッキング橋脚を有する橋梁の落橋等の原因と対策

 ロッキング橋脚は、単独では自立できず、変位が生じると不安定状態となる特殊な構造であり、支承部や横変

位拘束構造等の部分的な破壊が落橋・倒壊等の致命的な被害につながる可能性がある。

 部分的な破壊が落橋につながることを防ぎ、速やかな機能回復を可能とする構造系への転換が必要。

３．地盤変状による被災

 現行基準の配慮事項に地質・地盤調査、橋の構造形式、設置位置等の配慮事項を追記。

４．設計の意図と異なる壊れ方をした橋の被害

 全体の損傷形態を制御する設計手法を基準類に反映。

５．その他（設計地震動、地域別補正係数の妥当性）

 H8以降の基準を適用したと考えられる1,250橋を調べたところ、99.7%の橋梁で、落橋・倒壊等の致命的な被

害がないことはもちろん、緊急輸送道路等重要な橋については橋としての機能の回復が速やかに行い得る性

能を発揮していることが分かった。

 設計地震動、地域別補正係数の妥当性については、こうした状況等を踏まえ、引き続き検討。



【機密性２】 
島根県 道路橋及びコンクリート構造物の点検・診断等の支援に関する協定 

島根県は、これからの本格的なメンテナンスサイクル
の推進体制の充実を図るため、県・市町村へ専門家
による技術支援を目的とした「点検・診断等アドバイ
ザー制度」を創設し、平成２８年３月２４日に「島根
県」・「（公財）島根県建設技術センター」・「（一財）橋梁
調査会」及び「コンクリート診断士会」との間で調印式
を行った。 

３月２６日興業タイムス 

資料⑦ 



【機密性２】 
島根県 道路橋及びコンクリート構造物の点検・診断等の支援に関する協定 

●経 緯 
• 県では公共土木施設長寿命化計画の策定を終え、これから本格的なメンテナンスサイクル推進体制の確立が急務 

• 県のみならず市町村においても点検に要する費用をなるべく節約し、また職員の維持管理に係る技術力の向上を図るため、直営点検
を円滑に実施する体制の整備が必要 

• しかしながら、現時点では職員の経験不足から損傷の見落としや診断のバラツキ、的確な修繕工法の選定が困難などの課題が存在 

• また、点検の診断結果が適正であるか判定する健全度判定会において、専門家を招へいする仕組み（技術支援）がない 

• こうしたことから、アドバイザー制度を確立し、県土、市町村とも必要に応じて円滑にアドバイザーが派遣される制度を創設 

アドバイス①：点検実地指導 

（点検方法、ポイントの伝授） 

アドバイス②：診断の難しい箇所の診断指導 

アドバイス③：健全度判定に対する助言 

     ：Ⅲ、Ⅳの対策方針助言（修繕方法、詳細調査の有無） 

      ：修繕等設計業務の選定工法の助言 

点 検 

診 断 

診断の難易 

橋梁調査会等の指導 
による診断 

難 

易 

健全度判定会 
・健全度判定 
・健全度Ⅲ、Ⅳの対策方針 
・選定工法の助言 

アドバ

イス③ 

アドバ

イス① 

アドバ

イス② 

【アドバイザーの関与】 

技術管理課 

アドバイザー 

県土整備事務所 市町村 

健全度判定会 
（健全度判定、対策方針） 

点検・診断 

（直営） 

点検・診断 

（直営） 

対策方針 対策方針 
建設技術 
センター 

派遣 

アドバイス 

  

・橋梁調査会 

・コンクリート診断士会 

契約 

一括契約 

【派遣までの流れ】 



【機密性２】 資料⑧ 

○市町村の人不足・技術力不足を補うために、市町村が実施する点検・診断の発注事務を県が受委託すること
で、地域一括発注を実施 

＜地域一括発注による平成27年度の点検実施＞ 

【イメージ図】 

Ａ市 Ｂ町 Ｃ村

都道府県等による受託

国・県にてニーズを取りまとめ

・市町村のニーズを踏まえ、 
 地域単位での点検業務の一括発注等の実施 

【手続きの流れ】 
・国、都道府県にて市町村の意向調査を実施し、 
 点検数量をとりまとめた上で、点検業者へ発注 

市
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と
り
ま
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託
方
法
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明
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締
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⑥

点
検
実
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⑦

３～５ヶ月

（
１
ヶ
月
）

（
１
ヶ
月
）

（１
ヶ
月
）

（
１
ヶ
月
）

（
１
ヶ
月
）

   ○参加市町村：新庄村（１３橋）・鏡野町（９０橋） 

＜地域一括発注による平成28年度の点検実施予定＞ 

   ○参加市町村：新庄村（１４橋）・鏡野町（８５橋） 

 地域一括発注の状況（岡山県） 



【機密性２】  H28年度研修 資料⑨ 

①道路構造物管理実務者研修 
 〈４～５日間、中国技術事務所〉 
 
対   象：自治体職員及び直轄職員 
予定人数：１００名程度（うち自治体職員７０名程度） 
時   期：①橋梁Ⅰ   H28.6.27～7.1    30名程度           
        橋梁Ⅰ   H28.12.12～12.16    30名程度 

        橋梁Ⅱ   H28.8.29～9.2         30名程度 
               ②トンネル H28.7.19～7.22     10名程度 
目   的：地方公共団体の職員の技術力育成のため、点検 
      要領に基づく点検に必要な知識・技能等を取得す 
      るための研修。 
 
 
 
②その他点検講習会等 
 〈１～２日間、各県毎に開催（県独自の研修と共催を調整中）〉 
 
対   象：自治体職員（及び直轄職員） 
予定人数：１会場４０名程度 
時   期：６月以降 
目   的：管理者又は発注者として必要な知識の習得を 
       目的として、橋梁、トンネルに係る点検要領の 
       理解に係わる講義及び現場実習 

※Ｈ２７年度実績：延べ４０８名の地方公共団体職員（３３市町村）が受講   



【機密性２】 資料⑩  H28年度老朽化広報の取組状況 

○目的 

次世代を担う学生に、老朽化の現状、対策の必要性について 
理解浸透を図る。 

○実施日・場所・参加者 

 ■笠岡工業高校橋梁見学会 
○目的 

パネル展を通じて、市民の方々に広く道路構造物の老朽化の実態等を
伝え、市民の理解を深める。 

○日時：平成２８年６月１４日（火） 
○場所：国道２号入江かぶと橋（笠岡市） ※学生３３名参加 

○期間：平成２８年４月１１日～２２日 
○場所：県内全道の駅、展示スペースのあるSA・PA 

○展示期間・場所 

▲ 打音点検を体験 ▲ 全体概要説明 

▲ 鉄筋探査を体験 ▲ 板厚調査・塩分調査を体験 

 ■老朽化パネル展 

▲ 道の駅「くめなん」展示状況 

▲ パネル内容 
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